
賃貸経営の法則が30分でまるわかり！

大家さん必須の知識

「事業収支計画書」
の読み解き方

※転載を希望される場合は、東京共同住宅協会へお問合せ下さい。



事業収支計画書
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土地活用の事業収支

事業費

家賃収入

返 済

ランニングコスト
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3＋1の法則



事業費は建築費だけではない
支 出 着手前 着手時 上棟時 竣工時 完成後 計

建築工事費 20,000,000 160,000,000 160,000,000 160,000,000 500,000,000

設計料 1,000,000 12,000,000 12,000,000 25,000,000

測量・地質調査費 1,000,000 1,000,000

企画・コンサル料 1,000,000 1,000,000 3,000,000 5,000,000

解体・立退き料 8,000,000 8,000,000

消費税 3,100,000 17,300,000 16,000,000 17,500,000 53,900,000

印紙代 100,000 100,000

不動産取得税 3,500,000 3,500,000

表示・保存登記 2,500,000 2,500,000

抵当権設定費 1,000,000 1,000,000

火災保険料 1,500,000 1,500,000

近隣対策費 5,000,000 5,000,000

工事期間中金利 2,000,000 1,500,000 3,500,000

予備費用 5,000,000 5,000,000 10,000,000

事 業 費 合 計 620,000,000



物件概要書
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エリアマーケティング資料①
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エリアマーケティング資料②
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エリアマーケティング資料③
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エリアマーケティング資料④
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事業収支上の家賃収入・・・手堅くみる

実際の募集は、
チャレンジ賃料で1.2ヶ月頑張ってみる
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平面図・面積表



各部屋の特徴を整理する

住戸
ﾀｲﾌﾟ

専有
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戸
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ｻｯｼ
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設備
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ｸﾛｰ
ｾﾞｯﾄ
充実

専用
ﾄﾗﾝｸ
ﾙｰﾑ

高い
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南
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typeＡ 約 54 ㎡ 3戸 2LDK ● ●

typeＢ 約 52 ㎡ 3戸 1SLDK ● ● ●

typeＣ 約 42 ㎡ 9戸 1LDK ● ● ● ●

typeＤ 約 36 ㎡ 9戸 1LDK ● ●

typeＥ 約 34 ㎡ 6戸 1LDK ● ●

typeＦ 約 34 ㎡ 2戸 1K ● ● ●

typeＧ 約 34 ㎡ 1戸 1K ● ● ●

typeＨ 約 30 ㎡ 3戸 1SK ● ● ●

typeＩ 約 30 ㎡ 2戸 1R ●

typeＪ 約 30 ㎡ 1戸 1R ● ●

typeＫ 約 28 ㎡ 6戸 1K ● ● ●

typeＬ 約 24 ㎡ 3戸 1K ● 12



眺望や採光など、階層・位置を考慮した
賃料査定すること
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毎月の「返済額」が一定
元金と利息の合計額は毎月同じ
返済当初は利息の割合が大きく、
元金がなかなか減らない
安定的な賃貸経営を考えると、
圧倒的に元利均等返済が選ばれる

元利均等払い

毎月、「元金」の返済額が一定
最初のうちは利息大きく
返済合計額も高くなる
しかし元金部分は確実に減っていく
ので、利息も減っていき、返済額はど
んどん少なくなっていく
総返済額は元利均等よりも少ない

元金均等払い
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借入時金利が、返済終了まで適用
金利上昇リスクなく計画的に返済できる
低金利時に借りると、
将来にわたり低金利が継続できるが、
高金利スタートはずっと高金利を負担

固定金利型ローン

都度、途中で金利が変わるローン
金融情勢に応じて、
定期的に金利見直し
金利が変動するため、将来の返済額が
確定しない（予測不可）

変動金利型ローン

1年～20年の固定期間を選択。
期間終了後、再び変動・固定を選択
固定期間終了後の新たな金利・返済額
は不明（予測不可）

固定選択型ローン
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賃貸住宅における融資
アパートローン

融資審査
３つのポイント

土地の担保力

事業採算性

事業主の信用力

融資断り
４つの要因

金融・経済情勢

銀行の経営状態

融資担当者の力量

オーナー側に要因
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①日常清掃費用と建物の維持管理費用
②共用部分の電気や水道代
③原状回復費用
④メンテナンス費用（維持管理費）
⑤大規模修繕の費用積立
⑥植栽の維持管理
⑦確定申告・税理士費用
⑧固定資産税・都市計画税
⑨所得税・個人事業税
⑩火災保険料
⑪広告費（AD）
⑫諸雑費（リーシング関連）
⑬予備費（訴訟・弁護士顧問料など）

ランニングコスト+1
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老朽化

空室・修繕

賃料下落

マナー低下
滞納

マイナスス・パイラル

売却（現金化）リノベーション

賃貸経営の出口戦略

新築（建替え）
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